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原著

問題
内閣府に委託されリベルタス・コンサルティ

ング（2022）が16歳から24歳の人々を対象に
行った調査では，性交を伴う性暴力被害の遭遇
率は 4 .1％，身体接触を伴う性暴力被害は12.4
％，視覚による性暴力被害は 7 .4％，言葉によ
る性暴力被害は17.8％，情報ツールを用いた性
暴力被害は 9 .7％であり，全体で26.4％の回答
者が何らかの性暴力被害に遭遇したことがある
という結果が得られた。その他にも，内閣府男
女共同参画局（2021）の調査では，成人女性の
6 .9％，成人男性の 1 .0％が無理やりの性交等
の被害に遭遇したことがあると回答しており，
社会の中で一定の割合で被害が発生しているこ
とがうかがえる。レイプや強制わいせつといっ
た 被 害 の 場 合， 心 的 外 傷 後 ス ト レ ス 障 害

（Posttraumatic stress disorder，以下PTSDと
する）の発症率が高いことも分かっており

（Kessler, Bromet, Hughes, & Nelson，1995），
性暴力被害に遭遇した人への支援の充実は，社
会の喫緊の課題である。

一方，性暴力被害後に誰かに相談をする，援
助要請行動をとる被害者は多くない。先述した
リベルタス・コンサルティング（2022）の調査
では，被害を誰かに相談したケースは半数に満
たず，内閣府男女共同参画局（2021）の調査に
おいても，無理やりの性交等の被害について，
被害を誰かに打ち明けた人は男性が29.4％，女
性が37.6％，警察に相談した人は，男性が 0％，
女性が 6 .4％であった。警察に相談に行く人は
少なく，身近な人に相談することさえ，当たり
前とは言い難い。性暴力被害者への支援を充実
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【要　約】
本研究は，性暴力被害後の相談行動を妨げる要因について，被害をうけた人の被害時の状態

に着目して検討することを目的とし，NHKが実施した性暴力被害に関するアンケート結果の二
次分析を行った。NHKアンケートの全体は38,383件の回答があり，そのうち，相談の有無につ
いて回答があり，従属変数と目的変数への回答が揃っている33,883件の回答を対象とした。ま
た，11,670件の「誰にも話さなかった理由」に関する自由記述について分析した。ロジスティ
ック回帰分析の結果，年齢が低い，体が動く状態だが抵抗をしていない，相手に合わせる言動
を取っている，加害者と関係が近いなどの場合に，相談行動が阻害されることがわかった。自
由記述の分析では，頻出語による回答のイメージ図を作成し，頻出語が用いられた記述を検討
した。その結果，被害の認識の薄さや，相手に従う行動を取ったことで自分が悪かったと思う
気持ちなどが相談行動を阻害していることが推測された。また，ジェンダー規範を背景として
レイプ神話，そして二次的被害が起きていた。性暴力に関する社会の認識を深め，被害にあっ
た人が被害認識を持ちやすくすること，また，抵抗できない状態には，体が動かないというこ
とだけではなく，様々な状態があるのだということを，社会に積極的に伝えていき，性暴力被
害に直面した時の人の行動について適切な理解を促すことが必要だと考えられる。

キーワード：性暴力被害，援助要請行動，自責感

性暴力被害後の相談行動を妨げる要因の検討
─被害に直面した際の被害者の反応に着目して
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させると同時に，援助要請行動を妨げる要因を
検討し，援助要請をしやすい社会を作ることが
必要だと考えられる。

性暴力被害後の援助要請行動に関連する要因
として，国外の研究では，デモグラフィック要
因として人種や経済状況，物質使用の有無など
が 上 げ ら れ て き た（Mil l a r , S termac , & 
Addison，2002；Ullman，2007）。また事件に
関連した要因として，加害者が見知らぬ人で，
武器が使用されるなど暴力性が高い出来事であ
る場合，援助を求める傾向が見られる（Millar 
e t a l .，2002；U l l m a n，2007；A m s t a d t r , 
McCauley, Ruggiero, Resnick, & Kilpatrick，
2008）。そしてPTSDが強く事件を話すことへ
の回避反応が生じている場合や，自責や恥を強
く感じている場合，援助要請行動が妨げられる
可能性があると指摘されている（Filpas & 
Ullman，2001；Patterson，2009）。また，男性
を対象とした調査では，弱い男性だと思われる
不安や同性愛者のレッテルを貼られる懸念が援
助要請を妨げることが述べられている（Sable, 
Danis, Mauzy, & Gallagher，2006）。国内では，
岡本・齋藤・大竹（2020）が，警察への届け出
を巡る性暴力被害当事者の語りを質的に分析し
た。倫理観や使命感から，あるいは自分の窮状
を伝えてサポートを得るために，警察に届け出
る被害当事者がいる一方，自分に非があったと
思う自責感や警察の信頼できなさなどから，警
察への届け出を行わない被害当事者がいること
を明らかにした。

性暴力被害後の援助要請行動に関する先行研
究をまとめたZinzow, Littleton, Muscari & Sall

（2022）は，個人レベルではマイノリティ化さ
れたグループであること，性暴力被害の被害認
識のなさ，被害に関する自己否定感が，マイク
ロシステムレベルでは，二次的被害や加害者か
らの報復への恐怖が，メソシステムおよびエキ
ソシステムレベルでは，リソースへのアクセス
しやすさの欠如や，法律，性別役割，家族の名
誉を維持する文化的規範などが，援助要請行動
を妨げていると述べた。淺野（2011）は，国外
の研究をレビューし，レイプに対するステレオ
タイプ化された誤った思い込みであるレイプ神
話を社会や個人が容認することで，被害者の自

尊心が低下し，被害後の援助要請行動が抑制さ
れると述べている。

こうした先行研究からは，デモグラフィック
要因の他に，加害者との関係や事件の暴力性と
いった出来事自体の要因や，被害後のPTSD，
自己否定感や自責感の有無が援助要請行動に関
わっていることがわかる。また，レイプ神話や
ジェンダー規範，文化的規範といった社会的要
因も，援助要請行動を抑制する要因として働い
ていることが推察される。

近年，被害時に身体が動かない状態になる強
直性不動反応（Tonic immobility）が被害後の
自責感やPTSD症状と関係していると指摘され
ている（Möller, Söndergaard, &  Helström，
2017）。これまで，援助要請行動に影響する被
害時の要因については，加害者との関係や事件
の内容と言った観点が問題になってきた。しか
し，自責感が援助要請行動を抑制する可能性が
あるならば，自責感を強める強直性不動反応の
ように，被害に直面したときの被害者の反応を
考慮することも必要だと考えられる。そして，
そうした反応が援助要請行動に影響するのであ
れば，さらに，なぜ影響するかを検討すること
も重要であろう。

被害に直面したときの被害者の反応につい
て，これまで，Freeze反応（凍結反応），Fight-
Flight反応（闘争－逃走反応），およびその後に
発生する強直性不動反応の存在が述べられてき
た（Marx, Forsyth, Gallup, Fusé, & Lexington，
2008）。現在，加えて，加害者を刺激しないよ
うに従順に接するFawn反応（迎合反応），加害
者に友好的に振る舞い，さらなる暴力を防ごう
とするFriend反応（友好反応）の存在が指摘さ
れている（齋藤・岡本，2022）。

淺野（2011）が援助要請行動との関連を上げ
たレイプ神話には，「被害は抵抗すれば防ぐこ
とができるはずだ」といった被害者非難の内容
が含まれており，被害のときに身体が動かない
状態が生じた場合や，迎合反応や友好反応が生
じた場合，抵抗しなかったことで被害者が自分
を責める気持ちが一層強まり，相談しにくくな
ることが推測される。

また，援助要請行動を妨げるその他の要因と
して，Zinzow et al., （2022）は二次的被害を上
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げている。性暴力被害では，レイプ神話やジェ
ンダー規範といった社会的要因を背景とし，被
害を相談したときに，「被害者非難」「被害軽視」

「被害を疑う」が生じる。こうした，周囲の対応
によって引き起こされる被害者の精神的苦痛を
二次的被害と呼ぶ（齋藤・岡本，2022）。被害
をうけた人が援助を求めたとしても，二次的被
害やその背景にあるレイプ神話，ジェンダー規
範等の社会的要因が存在した場合，被害者は適
切なサポートにはつながらない可能性がある。

本研究では，性暴力被害後の援助要請行動に
対して，加害者との関係や事件の暴力性の他
に，被害者の状態や反応が影響するか否かを検
討する。被害者の凍結反応や強直性不動反応の
ような体が動かない反応，迎合反応，友好反応
は，援助要請行動を行わないことを予測すると
推測される。また，被害を話さなかった理由の
検討を合わせて行うことで，被害時の被害者の
状態や反応が，どのように援助要請行動を妨げ
ているのか，そこに性暴力に対する社会の誤っ
た認識がかかわっているのかを明らかにする。
さらに，相談後の二次的被害の現状を把握し，
被害者がより相談しやすい，二次的被害が発生
しにくい社会の実現への一助とする。

本研究では，上記目的のため，日本放送協会
（NHK）が実施した「“性暴力”実態調査ウェブ
アンケート（以下，性暴力アンケートとする）」
の結果を二次的に分析する。性暴力被害者を対
象とした調査のように侵襲性が高く，通常以上
に調査を進めることが困難な調査において，2
次データを活用することは有用性が高い（岩
田，2021）。NHKが実施したこの調査は，ウェ
ブ上で行われており，対象者の代表性に偏りが
あるなど課題がある一方，38,383件の回答が集
まっており，性暴力被害を対象とした調査では
規模の大きいデータである。このデータを再分
析することの意義は高いと考えられる。

方法
１．分析対象データ

本研究では，NHKが実施した性暴力アンケ
ートのデータを分析対象とする（NHK，2022）。
性暴力アンケートはウェブ上で実施され，主に
SNSやメディアを通じて広報がなされた。すべ

ての質問に無回答だったもの，性加害者と名乗
るものなどを除き，アンケートの回答総数は，
38,383件であった。このうち，被害当事者本人
が回答した37,531件（平均年齢32.81歳，SD＝
8 .97）を分析の対象とした。なお，回答者への
負担を軽減するため，すべての項目において

「無回答」が可能となっており，欠損値が生じる
ため，分析対象データ数は項目および分析内容
ごとに異なっている。

２．アンケート項目内容
アンケートの最初に，人生で遭遇した性暴力

被害のうち，「最も衝撃を受けた 1 つの出来事」
について回答するようにという教示が行われた。
その上で，回答者の年齢や性別のほか，被害内
容，加害者の性別，人数，最初に被害に遭った
年齢，継続した場合は最後に被害に遭った年齢，
加害者との関係，抵抗できたか否か，身体が動
かない状態を含む被害に遭遇したときの気持ち
や身体の状態，暴行脅迫の有無を含む加害者の
言動，迎合反応や友好反応の有無，被害の認識，
相談行動の有無，相談相手，警察への相談の有
無，相談時の周囲の人の反応，被害後の就学・
就労・経済状況，被害後のトラウマ反応，希死
念慮など多岐にわたる項目が質問された。なお，
質問項目は，今回の調査に関わるNHK内のプロ
ジェクトチームが作成した後に，大学教員や弁
護士，支援者，被害当事者団体等，10名の有識
者及び団体が，質問の内容や形式，倫理的配慮
について検討を行った上で決定された。

本研究では，得られた回答のうち，Table 1
に記した内容のみを用いて二次的に分析した。
なお，「被害のカテゴリ」「加害者との関係」「被
害時に暴行脅迫があったかどうか」について
は，性被害アンケート実施時はより具体的に尋
ねていたが，項目の内容が多いために回答がま
とまっている。この作業を含め，NHKが事前
に，回答内容の分類や項目についてデータクリ
ーニングを実施した。

３．調査実施時期
NHKによる「“性暴力”実態調査ウェブアン

ケート」は2022年 3 月11日から 4 月30日に実
施された。
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Table １
本研究の分析に使用したデータ項目内容および回答の形式

４．倫理的配慮
本研究はNHKの取得したデータの二次分析

を行う研究であり，研究者自身は個人を同定す
るような一次資料を扱っておらず，研究者自身
が個人に直接不利益をもたらすことはないと考
えられ，倫理審査委員会には諮っていない。
NHKがアンケートを実施する際には，弁護士
を含む有識者がアンケートに倫理上の問題がな
いかを確認して実施している。また，アンケー

トのはじめに，アンケートによる精神的負担に
関する説明，回答はいつでも中止できること，
および必要な場合の相談窓口の情報を明記し，
同意が得られた場合のみ回答を依頼した。デー
タの二次分析にあたっては，NHKとのあいだ
に，NHKが任意で収集した回答者の氏名等は
一切提供されない等，データの取り扱いに関す
る覚え書きを交わした。
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結果
１．援助要請行動の抑制を予測する要因の検討

Table 1 に，それぞれの項目の回答件数を示
した。回答全体の回答時の年齢の平均は32.81
歳，標準偏差は 8 .97であった。援助要請行動に
ついて，性暴力被害では，被害者はどのような
助けが必要か自分で把握していない場合が多い
ため，まず被害について誰かに話すことが重要
であると考えられ，本調査では「被害を誰かに
話して（相談して）いない」という尋ね方をし
ている。その項目への回答を予測する要因を検
討するため，「被害を誰かに話して（相談して）
いない」を目的変数，「回答時の性別」「被害の
カテゴリ」「被害年齢／最初の被害年齢」「加害
者との関係」「被害時に体が動かなかった・声が
でなかった」「被害時に体を使って抵抗してい
ない」「被害時の暴力や脅迫の程度」「被害時に
加害者に合わせるような言動をした」「被害時
に感謝や好意をほのめかすなど加害者を喜ばせ
るような言動をした」「PTSDの診断がつく可
能性があるかどうか」を説明変数としてロジス
ティック回帰分析（強制投入法）を実施した。
分析は，すべての項目への回答が揃っている
33,883件に対して実施された。なお，「被害年齢
／最初の被害年齢」は連続変数であり，「被害の

カテゴリ」「加害者との関係」「被害時の暴力は
脅迫の程度」は順序尺度とみなした。その他は
ダミー変数とし，「回答時の性別」は，解釈の問
題から「その他」と「答えたくない」の回答を
除き，「女性」「男性」「Xジェンダー」の 3 カテ
ゴリを使用することとし，2 つのダミー変数を
用いた。分析にはSPSSver26を使用した。

ロジスティック回帰分析実施前に説明変数間
の相関分析を行った。その結果，0 .35を超える
相関がみられる変数はなく，すべてを説明変数
として投入することとした。結果，的中率は
68.5％であり，HosmerとLemeshowの検定に
おいて有意確率<.001であったが，援助要請行
動に影響する要因は多岐にわたるため，今回の
説明変数のみでモデルが成立するとは考えにく
く，それぞれの項目が影響しているかを確認す
ることが重要であると考えた。

結果をTable 2 にまとめた。投入された説明
変数はすべて有意な変数として選択された。偏
回帰係数が正であったものは「被害時に加害者
に合わせるような言動をした」（オッズ比：
1 .18，95％信頼区間：1 .11-1 .25），「被害時に体
を使って抵抗していない」（オッズ比：1 .15，95
％信頼区間：1 .10-1 .21），「PTSDの診断がつく
可能性がある（オッズ比：1 .09，95％信頼区

Table ２
「被害を誰かに話して（相談して）いない」を予測する回帰式の係数（N=30830）
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Table ３
関連度の高い言葉に含まれる自由記述例

間：1 .04-1 .14），「被害時に暴力や脅迫が弱い」
（オッズ比：1 .31，95％信頼区間：1 .24-1 .38）
であり，負であったものは「回答時の性別（女
性）」（オッズ比：.62，95％信頼区間：.49-.78）

「回答時の性別（Xジェンダー）」（オッズ比：
.54，95％信頼区間：.42-.69）「被害時に体が動
かなかった・声がでなかった」（オッズ比：.83，
95％信頼区間：.79-.88），「被害時に感謝や好意
をほのめかすなど加害者を喜ばせるような言動
をした」（オッズ比：.90，95％信頼区間：.82-
.99），「被害のカテゴリ」（オッズ比：.89，95％
信頼区間：.84-.93），「被害年齢／最初の被害年
齢」（オッズ比：.97，95％信頼区間：.97-.98），

「加害者との関係が遠い」（オッズ比：.83，95％
信頼区間：.80-.85）であった。

２．援助要請行動を行わなかった理由の視覚的
把握
「被害を誰にも言わなかった理由」を尋ねた

自由記述について，11,945件（女性10,837件，
男性165件，Xジェンダー等668件，その他の回

答275件）の記述のうち，女性，男性，Xジェ
ンダー等の 3 つのグループの視覚的把握を行っ
た。分析には，質的分析ソフトNVivoを用いた。

類似語を含む頻出語を検出し，回答件数と出
現頻度を考慮した上で女性は頻出順に200単語
を，男性は頻出順に50単語を，Xジェンダー等
は頻出順に80単語を選択し，その出現頻度と
関係性のイメージ図について，Nvivoを用いて
作成した。また，それぞれのテキストへの関連
度の重み付け上位 5 単語が用いられている記述
の例をTable 3 にまとめた。今回の分析データ
は，特に女性のデータが10,837件と数が多く，
大きな傾向を把握するために，視覚化は有用な
手段であると考えられる。また，女性，男性，
Xジェンダーについて傾向の比較にも有用だと
考えられる。

頻出語の出現頻度と関係性のイメージ図を
Figure 1 からFigure 3 に示した。イメージ図
は，文字が大きく中心に位置するほど出現頻度
が高く，近くにあるものが関連して出現する事
が多いことを示す。
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Figure １　�女性の「被害を誰にも言わなかった理由」 
自由記述頻出語のイメージ図
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Figure ３　�Xジェンダーの「被害を誰にも言わなかった理由」 
自由記述頻出語のイメージ図

Figure ２　�男性の「被害を誰にも言わなかった理由」 
自由記述頻出語のイメージ図

Table ４
迎合反応あるいは友好反応を示した理由

３．加害者に迎合するような言動を取った理由
および相談後の二次的被害のまとめ

加害者に迎合をするような言動を取った理由
への回答をTable 4 にまとめた。相談後の二次
的被害に関する回答およびその具体例をTable 

5 にまとめた。回答はそれぞれ，「加害者に迎合
をするような言動は取っていない」「被害を誰
にも話していない」者も回答ができる形になっ
ていたため，回答件数にそれらが含まれてい
る。
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Table ５
二次的被害項目回答件数および具体例
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考察
１．援助要請行動を阻害する要因について

被害に直面した際の，身体が動かない状態，
迎合反応，友好反応は，援助要請行動の抑制を
予測すると推測し分析を行った。ロジスティッ
ク回帰分析の結果，まず，先行研究でも述べら
れている加害者との関係および事件の暴力性が
関係していることが分かった。具体的には，加
害者との関係が身近であるほど，そして被害時
の暴力や脅迫の程度が弱いほど，被害を誰かに
話していない可能性が高まるという結果が得ら
れ た。Millar et al . ,（2002） お よ びUllman

（2007）の研究等先行研究では，加害者が見知
らぬ人で，暴力性が高い出来事である場合に援
助を求める傾向が見られているため，この結果
は先行研究と一致する。Table 3 における「加
害者とは家族間で付き合いがあった為，家族に
伝わると迷惑がかかると思った」「相手の方が
立場が上だったので，周囲から勘違いじゃない
か，考えすぎ，など言われるのが怖かった」と
いった自由記述例から，加害者が身近な者の場
合には，被害を誰かに相談したときに，影響が
及ぶ範囲が広い，自分に不利益が生じる可能性
があるといったことも，相談要請行動を抑制す
ると推測される。また，被害時の暴力や脅迫の
程度が弱い場合，相談しても周りに被害だと思
われないことを恐れる可能性が考えられる。一
方で，自由記述例では「相手に言いくるめられ
て従ってしまった自分が情けなくて，人に言え
なかった」と言った記載も見られた。性暴力は
暴力であり，当然加害をした側に責任がある
が，暴力や脅迫の程度が弱いほど，性暴力被害
にあった自分に対する自責感が募り，相談行動
が抑制される可能性も考えられる。

次に，被害のカテゴリおよびPTSDについて
は，挿入を伴う被害など被害の客観的深刻さが
増すほど，またPTSDの診断がつく状態である
場合に，被害を誰かに話していない可能性が高
まることが分かった。この点についても，
PTSDが強い場合に事件を話すことを回避する
ことが先行研究で指摘されている（Filpas & 
Ullman.，2001；Patterson，2009）。

本研究の目的である被害者の状態や反応につ
いては，体を使って抵抗をしていないこと，迎

合反応があることは，援助要請行動の抑制を予
測することがわかった。仮説は一部支持された
が，体が動かない場合や，友好反応が見られる
場合に援助要請行動が抑制されるという仮説は
支持されなかった。Table 3 の自由記述例で
は，先述した「相手に言いくるめられて従って
しまった」という自分を責める記述に加え，「判
断を誤ってついて行ってしまったことを恥ずか
しく思ったから」「自分が抵抗の意志を見せず，
相手の要求に簡単に応えていたので，誰かに相
談しても自業自得だと言われるかと思った」と
自分を責める記述が見られる。いずれも，体は
動く状態だが，相手に従わされた状態である。
性暴力被害時によくみられる反応ではあるが，
動けたはずなのに，自分が自発的に従ってしま
った感覚により自責感が強まり，その後の援助
要請行動が抑制されると推測される。

援助要請行動が抑制される背景について，視
覚的把握のイメージ図からも検討を行う。女性
が，なぜ誰にも話さなかったのかの理由につい
て記した自由記述結果を視覚化した内容から
は，被害について「恥ずかしい」と思っている
こと，「知る（それが被害であると知る）」とい
う被害認識の問題，「家族」「相手」など加害者
の属性，「悪い」「行為」など自責感につながる
言葉などが見られる。また，Xジェンダーも女
性と同様の傾向があり，「認識」という被害認
識，「家族」「加害」「相手」などの加害者に関す
ること，「恥ずかしい」「悪い」などの被害にま
つわる自責感や恥ずかしさが見られる。内閣府
男女共同参画局（2021）の調査においても，被
害を相談しない理由として「恥ずかしくてだれ
にも言えなかったから」は最も回答が多く，性
暴力にあったことを恥じる気持ちは，援助要請
行動の大きな阻害要因だと考えられる。また，
Zinzow et al.,（2022）は被害認識の問題を上げ
ており，自分の身に起きたことを「性暴力だ」

「相談して良いことだ」と認識することができ
ないことも，阻害要因だろう。

迎合反応は，自分の身を守るための反応であ
るにも関わらず，自分が相手に従ったと被害者
が思いやすく，自分が被害に遭っていると認識
しづらくなると想定される。一方で，友好反応
が相談行動の抑制に繋がってない理由として，
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恐怖を感じたために自分を守ろうと能動的に行
動したという認識があった可能性も考えられ
る。しかし，他の要因と比べると有意確率も高
く，交絡要因の影響も考えられ，慎重な検討が
必要である。迎合反応あるいは友好反応を示し
た理由において，「何故だか分からない」と回答
した者も多く，何故だがわからず相手に合わせ
て従った場合，より一層，自分を責めるだろう。
そうして自分が悪いと思っていたならば，それ
は暴力だとは思えないかも知れない。被害だと
気づいていないならば，援助を求めることはそ
もそも想定されない可能性がある。

こうした状況を変えるためには，性暴力に関
する社会の認識を深め，被害にあった人が被害
認識を持ちやすくすること，また，抵抗できな
い状態にも，体が動かないということだけでは
なく，様々な状態があるのだということを社会
に積極的に伝えていき，性暴力被害に直面した
時の人の行動について適切な理解を促すことが
必要だと考えられる。

２．二次的被害の現状について
二次的被害の現状について，項目への回答件

数及び具体例をまとめた。「被害に関して傷つ
くことを直接言われた」「SNSなどネット上の
書き込みに傷ついた」「マスコミ報道に傷つい
た」という回答がやや少ないが，そのほかの，

「被害を忘れるように勧める」という被害の影
響の軽視，「たいしたことではない」という矮小
化，「被害を肯定的に捉える」という矮小化，

「被害者を責める」という被害者非難，「加害者
を擁護する」という加害者擁護など，二次的被
害の典型的な内容は，経験をしているという回
答が一定程度見られた。一方，被害後の周囲の
反応で傷ついたこと・困ったことはないという
回答が多く見られた。傷ついたことや困ったこ
とがないという回答は，本来は肯定的な回答で
あるが，この項目を回答した人の中には，「そも
そも誰にも話していない」という回答も含まれ
る。また，具体例で書いたように，被害者側が
相手の言葉を肯定的に受け止めた結果，傷つか
ずに済んだという，言動自体は否定的な内容で
ある例，被害が多く発生しているために傷つく
言動がなかったという，否定的な状況が推測さ

れる例など，必ずしも肯定的な内容だけとは言
えない。調査の結果からは，二次的被害は様々
な種類の被害が生じていることが分かった。ど
のような種類の二次的被害が見られるかを社会
に伝え，性暴力がどのように起きるのか，どの
ような影響があるのかを知らせることは，二次
的被害の起きない社会のための，大切な課題で
あると考えられる。

また，淺野（2011）は，被害者非難やレイプ
神話が援助要請行動を抑制すると述べている
が，被害者非難等の二次的被害が発生する背景
には，性暴力に関する誤った認識であるレイプ
神話があると考えられる。そしてレイプ神話の
背景には，ジェンダー規範の存在がうかがえ
る。Table 5 の「お酒を呑んで酔ってたお前が
悪い」といった記載は，人前で酔う女性は性暴
力被害に遭っても仕方ないというレイプ神話で
あるが，女性は貞淑であるべきだというジェン
ダー規範の存在が推測される。また，Figure 2
では「男性」という言葉が見られ，Table 3 で
は「女性から男性への性暴力なんて信じられな
い，馬鹿にされると思った」「男子中学生である
自分が同性である男性からそういった行為をさ
れたことを周囲に知られることは恥ずべきこと
だと思ったから」といった，女性は加害をしな
い，男性は性暴力被害に合わないというレイプ
神話が見られる。さらに「男のくせに，耐えれ
ばよい」といった記載もあり，男性は力強い存
在である，弱い男性は男性ではないと言ったジ
ェンダー規範の存在が推測される。二次的被害
を減少させていくためには，ジェンダー規範ま
で踏み込んだ理解を広めることも必要である。

あるいは，先述したXジェンダー等では「被
害を認めたら自分が女性であると認めることに
なる気がして，誰にも話していない」いった記
述が見られ，Xジェンダーを自認する者が女性
として見られる苦痛もうかがえる。性暴力は性
を問わず発生する暴力であり，セクシュアリテ
ィやジェンダーに関する理解が広まることもま
た，安心して援助要請を行うことができる社会
の構築には重要だと考えられる。

３．本研究の限界と今後の展望
本研究では，NHKが行った性被害アンケート
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の二次分析を行った。性暴力被害に関するもの
など侵襲性の高い調査において，二次分析は重
要である。自由記述を見る限り，回答者の回答
への熱意は高いが，一方で，データの代表性の
問題など，データ自体の課題も存在する。特に，
男性も一定数被害に遭っていることがわかって
いる一方，今回，男性の回答は少なかった。そ
れは「性暴力」のアンケートであるとしていた
ため，被害認識の薄い人々が回答しなかったこ
と，また，男性は性暴力に合わないという誤っ
た社会の認識や，男性の相談の障壁の高さを，
まさに表している事が考えられる。今後，デー
タ収集方法やアンケートの文言をさらに検討す
ることが必要であろう。また，今回，自由記述
部分は，主に頻出語の視覚化や回答内容の例示
を行った。自由回答は，数字からは見えてこな
い性暴力被害の現実を読み取ることができ，今
後，より詳細な分析を実施する必要があると考
えられる。

研究自体の発展として，本研究の結果から，
被害に直面した時の被害者の状態や反応と自責
感とのつながりが，援助要請行動の阻害要因と
なる可能性が示唆された。被害に直面した時の
被害者の状態や反応については，まだ実証的研
究は少なく，自責感とどの程度のつながりがあ
るか，PTSDとの関係はどうか，どういった状
況下でどのような反応が見られるかなど，今後
明らかにし，性暴力被害の実際を社会に伝えて
いく必要がある。また，ジェンダー規範の影響
についても，さらなる検討が必要だろう。日本
は未だ性暴力被害の研究が多くはなく，今後，
回答者への慎重な配慮が行われた上で，様々な
視点から実施されることが望まれる。
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Examination of factors that inhibit  
help-seeking behavior after Sexual Violence

─ Focusing on victims’ reactions at the time of the victimization
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【Abstract】
This study aimed to examine, quantitatively and qualitatively, the factors that inhibit 

sexual violence victims from seeking counseling, focusing on the factors at the time of the 
victimization, and using a secondary analysis of the results of a survey conducted by NHK. The 
quantitative analysis included 37,531 respondents and the qualitative analysis included 11,670 
open-ended statements as part of their free responses. A logistic regression analysis revealed 
that counseling-seeking behavior was inhibited when the victim did not physically resist, at the 
mercy of the other party and in a close relationship with the perpetrator. From the analysis of 
the open-ended statements, it was inferred that the lack of recognition of the victimization and 
the feeling of being at fault for following the actions of the other person inhibited help-seeking 
behavior. In addition, rape myths and secondary victimization occurred against a background 
of gender norms.

keywords : �sexual violence, help-seeking, sense of responsibility


